
 

 

事後評価で高い評価を受けた研究テーマ 

 

環境保健研究センター 

 

テ ー マ 名：質量分析と細胞毒性指標による健康被害原因化学物質検出法の確立 

研 究 種 別：経常研究 

総 合 評 価：Ａ 

 

研 究 概 要：違法薬物は特性でグループ化できるため、グループごとに質量分析し、取得

情報から共通性を探索した。また、薬物応答による検出法確立のため細胞毒

性法も検討した。以上から、未知類縁体検出に向けた情報集約を行った。 

 

成 果：研究期間中に劇的に対象の違法薬物が増加したにも係わらず、当初予定して

いた違法薬物だけでなく、追加された違法薬物についても共通性の情報を取

得・集約できた。また、細胞毒性法の結果についても質量分析結果と合致し、

今後の検査方法の一つとしての有効性が示された。 

加えて、研究期間内に危険ドラッグが原因の事件・事故が多発し、研究と行

政検査を並行して実施することとなり、迅速に違法薬物成分を検出するとと

もに、当時未指定の健康被害成分も検出するなど、高い有効性が得られた。 

 

委員会総評：危険ドラッグ等違法薬物による健康被害が危惧される昨今の社会において、

迅速に指定薬物成分を検出し健康影響評価を行っていくことは、安全・安心

な県民生活の確保に繋がっていくものと期待され、有益な研究として評価さ

れる。 

 

今後の予定：今後も、当研究成果の行政検査への適用を継続し、違法薬物検査の質を維持

していくとともに、当該手法を健康食品中の無承認無許可医薬品検査への拡

大を検討していく。 

 



経常研究 「質量分析と細胞毒性指標による健康被害原因化学物質検出法の確立」
ーⅠ.違法薬物及び無承認無許可医薬品ー

平成25～27年度 環境保健研究センター 生活化学科 辻村和也

☆迅速な原因究明と有害性の把握
☆健康被害の拡大防止（リスク軽減）

県民の安心で安全な生活の実現

②薬物応答による細胞株を用いた細胞毒性法の検討
(指標候補：形態、遺伝子発現、化学伝達物質産生など）

研 究 内 容

違法薬物による健康被害（指定薬物、脱法ドラッグなど）や健康食品・化粧品等に無承認無許可で
医薬品成分が入っている（無承認無許可医薬品）事例は多く、全国的に問題化。
・長崎県：H20（個人輸入化粧品）及び23年（インターネット試買調査）で無承認無許可医薬品発見

薬物による健康被害の一因である法規制が困難な構造類縁体について、理化学及び生化学的手法
を適用し、類縁体スクリーニング検出法の構築を目指す。

研 究 目 的

①MS（/MS）による薬物ﾌﾗｸﾞﾒﾝﾄ情報の取得
(例：ﾄﾘﾌﾟﾀﾐﾝ系、ﾌｪﾈﾁｨﾙｱﾐﾝ系、ﾋﾟﾍﾟﾗｼﾞﾝ系、亜硝酸ｴｽﾃﾙなど）
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さらに・・・成分構造を一部変えただけの類縁体薬物やそれを含む健康食品の販売・流通が横行

背 景

＜目標＞
20物質

＜目標＞
5物質

類縁体が様々出現する状況に科学的に対応し、行政対応を補完する

行政による「規制」と製造者・販売者などによる「製造・販売」のいたちごっこが続く

類縁体も検出可能な
指標になるフラグメントをみつける

細胞毒性を指標に
有害性を包括的にみつける



 

 

事後評価で高い評価を受けた研究テーマ 

 

工業技術センター 

 

テ ー マ 名：ワイドギャップ半導体パワーデバイス導入による高効率かつ小型・軽量な電

力変換装置の開発 

研 究 種 別：戦略プロジェクト研究 （連携機関；窯業技術センター、県内企業 等） 

総 合 評 価：A 

 

研 究 概 要：ワイドギャップ半導体（SiC：炭化珪素）パワー素子を導入した高効率かつ

小型・軽量な電力変換装置と、熱輻射を活用した高放熱による小型の新構造

放熱部材の開発により、省エネ及び省スペースに対応可能な新型電源装置を

試作した。 

 

成 果：開発した電力変換装置は、SiCパワー素子の導入によりスイッチング周波数：

160kHz において電力変換効率：94％を実現した。Si（珪素）パワー素子

を用いた既存の回路と比較して、４倍の高周波化と約 60％の電力損失削減

効果を得ることができ、加えて、デジタル制御技術の開発による出力電圧の

安定化も実現した。放熱部材の開発においては、アルミニウム材に輻射率を

高める特殊な表面処理を行うことで、市販の黒アルマイト加工品よりも高い

輻射率を実現することができ、放熱特性が向上した。この結果、開発中の電

源装置内の SiC パワー素子の温度上昇を約７％低減することができた。SiC

パワー素子を導入した電力変換装置と輻射活用型放熱部材とを融合させるこ

とで、サイズを 1／4 にまで小型化できることを示し、高効率かつ小型・軽

量な電力変換装置の実現に必要な開発目標を達成した。 

 

委員会総評：研究計画を随時見直すことにより、概ね初期の目標を達成した。また、事業

展開までを視野に入れた次の研究等事業に発展させたことは評価できる。今

後、信頼性向上を含めた技術確立を展開し、実用化を進めてほしい。なお、

市場優位性の調査を行い、市場戦略を含めた経済効果の見積もりが必要であ

る。 

 

今後の予定：電力変換装置に関しては、連携機関である県内企業がファンド助成金を獲得

し、製品化のために更なる小型化と信頼性向上について企業と連携しながら

検討を進めている。また、当該製品分野の市場調査や川下企業とのマッチン

グ支援等を実施し、事業化に向けた活動を積極的に継続している。輻射放熱

に関しては、県内企業への技術移転を完了しており、現場での試作やユーザ

からのテストサンプル処理に対応できる環境を整備した。製造に向けた課題

解決をはかるための補助金を技術移転先企業が獲得し、製品化に向けた検討

を進めている。 



「ワイドギャップ半導体パワーデバイス導入による高効率かつ小型・軽量な
電力変換装置の開発」（省エネに貢献するグリーンエネルギー対応新型電源装置の開発）

平成２５～２７年度 工業技術センター、窯業技術センター、（県内企業、県外企業、長崎大学、産業技術総合研究所、九州工業大学、佐世保工業高等専門学校）

戦略プロジェクト研究

SiC（炭化珪素）パワー素子を導入した高効率かつ
小型な双方向DC-DCコンバータの開発

省エネ化と省スペース化に貢献する新型電源装置

表面処理した放熱部材 市販の黒アルマイト加工品

イノベーションの視点
・次世代パワー半導体の先行導入
・高効率化（低損失化）による省エネ効果
・小型・軽量化による多用途化

熱輻射活用型放熱部材の開発

PID制御

パルス幅変調

駆動回路

デジタル制御回路

EH

L

CC EL

前置増幅器
（電圧検出）

前置増幅器
（電圧検出）駆動回路

A/D変換器A/D変換器

降圧用

昇圧用

Si 4H-SiC

禁制帯幅（eV） 1.1 3.3

絶縁破壊電界（MV/cm） 0.3 2.8

電子飽和速度（cm/s） 1.0 2.2

熱伝導率（W/cmK） 1.5 4.9

充電と放電が可能な双方向DC-DCコンバータ
SiC（炭化珪素）は、従来の半導体素子材料であるSi（珪素）に
比べ優れた物性値を持ち、超低損失、高耐圧、高速・高温
動作性などの特長を有する。

放熱部材
（アルミニウム）

熱輻射
『拡大図』

表面処理層

SiCパワー素子

輻射率を向上することで
放熱効果を高める。

作動周波数を高めるとともにデジタル制御を導入することで、
低損失でありながら小型化と高安定性を実現。



 

 

事後評価で高い評価を受けた研究テーマ 

 

窯業技術センター 

 

テ ー マ 名：高齢者のQOLを向上させる自助食器の開発 

研 究 種 別：経常研究 

総 合 評 価：S 

 

研 究 概 要：人口が減少する中、急速に高齢化率は高まっており、食器全体の市場も縮小

する中で、高齢者に配慮したシニアマーケットが特に重要となると考えられ

ているが、現状では高齢者のニーズは十分に把握されておらず、既存の高齢

者用福祉食器は、高齢者の要望が反映されているとは言えない。そこで高齢

者のニーズを把握し、QOL を向上させる食器を開発するため、既存の福祉食

器について高齢者を対象に調査を行い、要望などを反映しながら試作を行い、

使い勝手に配慮し、出来るだけ一般食器に近い設えの QOL を向上させる高

齢者用食器を開発した。 

 

成 果：既存の福祉食器について高齢者を被験者とした評価を実施することで、既存

品に対する要望、課題、改良点などを把握できた。それらの評価結果をもと

に飯碗、コップ、皿、ボウルの各アイテムを試作し、試作品についても高齢

者を被験者に評価を実施した。試作品の製作では 3D プリンタを活用するこ

とで試作期間を含め効率的に製作・評価することができた。実際に使用しな

がら評価・改良を重ねたことで、使い勝手に配慮した高齢者向け食器を開発

することができた。 

 

委員会総評：高齢社会において有用な食器類の開発がなされた。今後も優位性を高めるた

めに、さらに被験者の数を増やして改良を重ねてほしい。知財戦略や生活者

の興味を引くような PR にも力を入れれば、全国的な需要も高まると思われ、

期待をこめて、機関長評価を超える S 評価（計画以上の成果をあげた）とし

た。 

 

今後の予定：開発品は企業と共同で商品化を進めている。委員会で指摘があった知財等へ

の対応についても商品化の際に意匠等の登録を予定している。今回の研究で

得た高齢者向け食器開発のノウハウを生かし、新たなアイテムを対象に研究

を継続し、商品のアイテムを広げるとともに、開発プロセスの構築と普及を

図る。 





 

 

事後評価で高い評価を受けた研究テーマ 

 

総合水産試験場 

 

テ ー マ 名：良質な種苗の生産技術開発 

研 究 種 別：経常研究 

総 合 評 価：S 

 

研 究 概 要：これまで魚類の種苗生産技術開発は、基礎技術開発と量産技術開発およびそ

の後の技術移転を段階的に別事業に分けて実施してきたが、基礎技術の開発

から技術移転までをよりスピードアップするため一本化し、クロマグロやク

エ等を対象に、養殖または放流により適した質の高い種苗の生産技術開発を

進める。 

 

成 果：クエでは、仔魚の沈降死対策技術を開発し、安定した量産技術を確立した。

また、形態異常の低減化対策として、前彎症では対策技術を確立し、背鰭陥

没では仔魚期餌料の栄養学的改善により外観レベルでの解決に見通しを付け

た。クロマグロでは、稚魚期の餌となるキス仔魚の効率的投与手法およびキ

ス受精卵の効率的回収法を開発し、H27 年度の種苗生産実績で 4.2 万尾、

最高生残率 7%を達成した。カワハギでは、人工魚由来の親魚から得られた

種苗が養殖用に有利なこと、１～２月の早期採卵種苗は養殖魚の年内出荷が

可能なことを明らかにし、民間種苗生産業者へ早期採卵技術の移転（１件）

を達成した。 

 

委員会総評：クロマグロやクエ等の種苗生産において、本県独自の技術を開発するととも

に、民間への技術移転も行われており、高い評価を与えることができる。研

究計画を順調に進めるとともに、種苗の生残率を飛躍的に向上させるなどの

画期的な成果を上げており、本県水産業に与える経済的な波及効果に期待で

きる面からも高く評価したい。 

 

今後の予定：クエでは、背鰭陥没防除技術について、引き続き栄養的な要因の抽出に取り

組むとともに、遺伝的要因の検討にも着手する。クロマグロでは、長崎県内

種苗生産業者への技術移転を目指し、民間の既存施設に導入可能な種苗生産

技術の開発を実施する。また、カワハギ早期採卵技術についても、民間種苗

生産業者への技術移転を目指して普及指導を実施する。 



良質な種苗の生産技術開発
平成２３～２７年度 総合水産試験場、 水産総合研究センター五島栽培漁業センター、東京大学、東京海洋大学等、民間企業

新魚種種苗生産技術

種苗生産安定化技術開発

採卵および親魚養成技術

仔稚魚飼育技術

放流対象種

技術移転･普及

放流海域に適応した良質な種苗の生産

養殖対象種

応用技術

基礎技術

県内種苗生産機関

長崎独自の種苗生産技術開発

種苗量産技術開発

形態異常率の低減

養殖用としての有利な種苗の生産

形態異常率の低減化



 

 

事後評価で高い評価を受けた研究テーマ 

 

農林技術開発センター 

 

テ ー マ 名：イチゴ次期有望品種「ゆめのか」の安定生産技術確立 

研 究 種 別：経常研究 

総 合 評 価：S 

 

研 究 概 要：本県戦略品目であるイチゴの経営安定を図るため、「さちのか」に替わる次期

有望品種の選定を進めてきた。その中で収量性が高く、輸送性に優れると考

えられる「ゆめのか」について、その特性を活かす栽培の基本技術、安定生

産技術を確立し、栽培指針を策定する。 

 

成 果：本研究において「ゆめのか」の暗黒低温処理の適正な条件を解明したことで、

本県「ゆめのか」の５５％に暗黒低温処理した作型が定着した。また、研究

によって明らかにした適正な施肥量や栽植密度、電照管理技術等は平成 28

年度に策定された栽培マニュアルに反映されている。その結果、従来品種か

ら「ゆめのか」に転換することで約 100 万円/10a の販売額増加につなが

り、平成 2８年度の品種構成では「ゆめのか」のシェアが「さちのか」を上

回り、着実に面積拡大が進んでいる。 

 

委員会総評：生産現場において、「さちのか」から「ゆめのか」への転換が進む中、本研究

で確立した「ゆめのか」の栽培技術がすでに現場に浸透しているなど有効な

研究であった。今後も、生産者の農業所得向上のため、更なる収量、品質向

上に向けた研究を期待する。 

 

今後の予定：「ゆめのか」の面積拡大を加速化させるため、更なる単収増加を目的に、「単

収日本一を目指した「ゆめのか」の増収技術開発」に平成 28 年度から取り

組み、出荷の平準化技術や収穫期の延長技術等を開発する。 



研究目標

①総収量「さちのか」比 30％増
②年内収量「さちのか」比 20％増
③栽培ﾏﾆｭｱﾙの策定 １ﾏﾆｭｱﾙ

経常研究 イチゴ次期有望品種「ゆめのか」の安定生産技術確立
平成２５～２７年度 長崎県農林技術開発センター

参考資料２

現状

本県イチゴは産出額85

億円（JA系統）で施設
園芸のトップ品目であり、
その90%を「さちのか」
が占めている。

問題点
「さちのか」は高品質である反面、
①小玉傾向で収量向上が困難
②花芽早進化技術が安定しないた
め年内収量が上がらない
という欠点があり、農家所得が

伸び悩んでいる。

地域の要望

「さちのか」に替
わる有望品種の導
入及びその技術確
立が望まれている。

研究方法

①基本技術の確立（栽植密度・基肥）
②育苗技術の確立（採苗時期・ﾗﾝﾅｰ促進）
③高品質安定生産技術の確立（着果制限・
炭酸ガス）

いちご産地の活性化いちご生産者の経営安定

期待される効果

研究方法及び目標

背 景

本県の主力品種
に求められる特性

①大果系・多収性
②輸送性に優れる
③早進化が期待できる

次期有望品種

「ゆめのか」
有望


